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公益社団法人 日本記者クラブ 

2 0 1 6 年 度 事 業 報 告 

（2016 年 4 月 1 日から 2017 年 3 月 31 日まで） 

 

■概観 ― タイムリーな会見、企画、取材団派遣を積極的に実施 

公益社団法人日本記者クラブは 2016 年度、合計 223 回のプレス向け行事（オン・

ザ・レコードの記者会見、昼食会、討論会・対談、研究会、記者ゼミ、記者研修会、

取材団）を主催した。一般行事などを加えた行事の総数は 249 回だった。 

日本記者クラブは日本全国の新聞、放送、通信社が集まり、政府からの援助は受

けず、会費で運営する日本で唯一のナショナル・プレスクラブである。ジャーナリ

ズムが共有する組織として、ニュースの当事者を招いて記者会見を主催する。会見

で記者との質疑を通してゲストが情報を発信し、会員が報道し広く社会に伝わるこ

とで、国民の知る権利に資することを基本的な目的としている。 

2016 年度は、討論会、パネルディスカッションの開催やタイムリーな会見・企画

の設定、取材団・プレスツアーの積極的な派遣に力を入れた。 

注目を集めた「都知事選立候補者共同会見」では宇都宮健児、小池百合子、鳥越

アウンサンスーチー ミャンマー国家顧問兼外相会見（2016/11/4） 
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俊太郎、増田寛也の４候補を招いた。当選後の小池都知事会見には 208 人が参加、

築地市場の移転問題では石原慎太郎元都知事の会見も行い 383 人が参加した。参議

院選挙の公示前日（6月 21 日）には、主要９党の党首を招いて党首討論会を行った。

これらの会見はテレビ・ラジオが生中継を行い新聞も詳細に報道した。 

外国の閣僚らの会見では、アウンサンスーチー・ミャンマー国家顧問兼外相会見

（11/4）が 290 人を集める大型会見となったほか「パナマ文書」で租税回避疑惑を

報道されたポロシェンコ・ウクライナ大統領会見にも内外記者 200 人が集まった。 

昨年度に続いて長期シリーズ企画やタイムリーな短期企画を多数開催した。米大

統領選に向け2015年度にスタートした「変わるアメリカ 変わらないアメリカ 米

大統領選」は通算で 15 回を数え、選挙後には「トランプ政権：米国と世界の行方」

をスタートさせ、3 月末までに 5 回開催した。経営の変革に取り組む企業人を招く

「チェンジ・メーカーズに聞く」は 16 年度に 16 回行い、通算で 19 回になった。

日本の国連加盟から 60 年を機に始めた「国連と日本人」は 9 回行い、通算では 15

回となった。 

４年目を迎えた記者ゼミは「次世代ジャーナリストの必須ＩＴ講座」として、コ

ンピューターのスキル向上を目指した。各社の記者が入れ替わりで講師を務め、社

を横断して知識・技術の共有を図った。さらに、各社の新入社員研修担当者を対象

にしたコンピューターの「セキュリティセミナー」を初めて行った。 

恒例の記者研修会は 8 月 25、26 日の 2 日間で開催した。原発立地県の地元メデ

ィアによるパネルディスカッションのほか韓国大使館訪問、小泉進次郎議員会見、

アフガニスタン復興支援の現地報告、「パナマ文書」スクープに携わった記者の話

など幅広い企画がならんだ。 

現場を訪問、取材する取材団、プレスツアーも引き続き積極的に行い、実施回数

は過去最多の計 9回となった。海外では「中国取材団」、「フランス・スイス エネ

ルギー取材団」を、国内では「熊本取材団」や「沖縄与那国・石垣取材団」、「福島

第一原子力発電所取材団」を派遣した。 

2016 年度の日本記者クラブ賞は、読売新聞東京本社文化部長の尾崎真理子氏に贈

り、特別賞はジャーナリストの堀川惠子氏に贈った。 

2017 年 1 月、日本記者クラブ・ウェブサイトを 6年ぶりにリニューアルした。合

わせて、会員データベース、会見関連情報の一元管理を行った。YouTube の日本記

者クラブチャンネルで公開している会見動画の累計は 1461 本となった。 

第 591 回理事会は会費規則を改定し、個人Ｄ会員の会費（月額 6100 円）を 2017

年度から 5000 円に引き下げることを決定した。 

3 月 31 日現在での会員数は、法人会員 134 社（対前年±0 社）、法人賛助会員 62

社（-3 社）、会員総数 2,416 人（-83 人）。 

 



 

3 

■公益社団法人の目的と 3つの公益事業 

日本記者クラブは、2011 年 4 月 1 日、社団法人から公益社団法人に移行した。定

款第 3条で公益社団法人としての目的を以下のように定めている。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
この法人は、内外の重要ニュースソースとの接触を多角化し、報道機関相互の交流

を緊密化することにより、その活動の促進と社会的機能の向上、発展をはかり、ジャ
ーナリズムの職業倫理向上および表現の自由の擁護につとめ、民主主義の発展に寄与
する。この法人の事業が会員のジャーナリズム活動や報道を通し、広く国民が共有す
る情報となることにより、国民の知る権利、国民生活の向上安定、および国際相互理
解の促進に資することを目的とする。 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

この目的を達成するために実施する公益社団法人としての「公益目的事業」は次の

3分野にまとめられる。 

①内外の要人を招き、記者会見などを開催し、国民の知る権利に資する。 

②すぐれた業績をあげたジャーナリストに日本記者クラブ賞、同特別賞を贈る。 

③日本記者クラブ会報を発行し、インターネットを通じて良質な時事情報を開示し、
重要な会見を全文保存し公開する。 

以下に、2016 年度のおもな事業活動と運営を報告する。 

Ⅰ．公益目的事業① 記者会見 ――――――――――――――――― 

≪223回のプレス会見≫ 

日本記者クラブが 2016 年度に主催した行事・会合は、討論会・パネルディスカ

ッション（4 回）、昼食会・記者会見・研究会（190 回）、記者ゼミ（19 回）、取材団・

プレスツアー（9 回）、記者研修会といったプレス向け行事が 223 回。過去最多の

252 回だった 2015 年度には及ばないものの、引き続き活発に行事を開催した。総会

記念講演やクラブ賞受賞記念講演といった一般行事、試写会・上映会を加えた行事

総数は 249 回となった。 

今年度の特徴として①討論会、パネルディスカッションの開催②タイムリーな会

見・企画設定③取材団、プレスツアーの積極的な派遣などが挙げられる。主な行事

内容は以下の通り。 

≪クラブを舞台に「小池劇場」≫ 

東京都知事選挙告示前日の「都知事選立候補予定者共同会見」（写真）。舛添要一

前知事の辞任を受けて過去最多の 21 人が立候補した選挙に際し、クラブでは①党

推薦を受けている②現職国会議員である③前回都知事選に立候補し一定程度の得

票を得た、の 3 要件を基準に宇都宮健児、小池百合子、鳥越俊太郎、増田寛也の 4
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候補を招いた。各キー局の生中継テレビ

も含め、参加者は 303 人、上半期最多、

年度を通しても 2番目の参加数だった。 

就任から約1カ月後の9月6日に開催

した小池都知事会見には 208 人が参加、

「小池劇場」への関心の高さを反映した。

都政改革への取り組み、都議会への対応、

豊洲市場への移転問題など幅広く触れ

た中で、政治塾立ち上げへの意欲も見せ

た。 

その後、小池劇場の焦点は築地市場の移転問題に。移転を決めた当時の知事であ

った石原慎太郎氏の責任問題が浮上するなか、石原氏から「日本記者クラブで会見

を」と申し入れがあった。企画委員会ではこれを受け、クラブで会見を主催するこ

とを決めた。都議会が石原氏の証人喚問を決めた 2日後の 3月 3日に開催した石原

氏会見には、今年度最多、クラブの歴史でも 3番目となる 383 人が参加した。キー

局すべてが生中継を行っただけでなく、会見の内容はその後数日間にわたり詳細に

報道された。タイムリーでありながら深く掘り下げる、クラブの力を示す会見とな

った。 

≪党首討論会、都知事候補共同会見――複数ゲストによる真剣勝負≫ 

国政選挙前恒例の党首討論会（写真）

を、第 24 回参議院議員選挙（7/10 投

開票）公示前日の 6 月 21 日、主要 9

党の党首を招いて行った。安倍晋三自

民党総裁、岡田克也民進党代表はじめ

各党首が論戦を繰り広げた。ＮＨＫや

民放のほかネットメディアも生中継

を行い、当日のテレビ・ラジオニュー

スや翌日の紙面で大きく扱われた。な

お、選挙後に行う専門家を招いての選

挙分析も国政選挙関連企画として定着した（「参院選後の日本 民意を読む」7/11

西田亮介東京工業大学准教授、7/14 松本正生埼玉大学教授の 2回）。 

前述の都知事選立候補者による共同会見のほか、「放送局が政治的公平性を欠く

報道を繰り返した場合、電波法に基づき電波停止を求める可能性がある」という高

市早苗総務相の発言を受けて企画された「放送法を考える」（パネリスト＝浅田次

郎日本ペンクラブ会長、岸博幸慶応大教授、西土彰一郎成城大教授、山田健太専修

大教授 4/1）、民進党代表選立候補者による討論会（蓮舫、前原誠司、玉木雄一郎

の各候補 9/2）を開催した。いずれも複数ゲストが一堂に会して意見を述べるこ

とで、違いや論点を明確にし、国民の知る権利に資するというクラブの使命にそっ

たものとなった。 
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≪アウンサンスーチー会見に 290 人≫ 

アウンサンスーチー・ミャンマー国家顧問兼外相

会見（11/4 写真）は今年度 3番目の参加数となる

290 人を集めた。13 年 4 月 17 日には民主化を求め

る野党のリーダーとして会見したが、3年半を経て、

国の指導者として会見を行った。軍事政権下で成立

した現行憲法の改正に意欲を示したことなどがニ

ュースとなったが、英語－日本語の同時通訳で行わ

れた会見で、ミャンマーから同行した現地プレスが

ミャンマー語で質問した際に、自ら英語に通訳する一幕もあった。 

ロシアによるクリミア併合から 2年が過ぎた 4月 6日、来日したポロシェンコ・ 

ウクライナ大統領が会見した。Ｇ７サミットを前に、クリミア問題についての支持

を求めて来日した大統領だが、「パナマ文書」に自身の名前が載り、租税回避疑惑

の中での会見となった。この問題への関心もあり、外国プレスも含め 200 人近くが

参加した。疑惑については「政治活動をビジネスと切り離すため」と述べ、租税回

避の意図を否定し、クリミア問題でのウクライナへの支持を訴え、安倍首相がロシ

アに停戦履行を促すことへの期待を表した。 

トルコで7月15日に起きたクーデター未遂事件から1カ月が過ぎた8月26日に、

メフメト・シムシェキ副首相が会見した。経済担当副首相として日本企業の投資誘

致が目的の来日だったが、クーデター後の状況について丁寧に説明した。 

これらをはじめグリアＯＥＣＤ事務総長、グランディ国連難民高等弁務官、ビロ

ルＩＥＡ事務局長など国際機関トップや、ヘンドリクス独環境・自然保護・建設・

原子力安全相など外国の閣僚らの会見を行った。 

≪掘り下げる長期シリーズ、タイムリーな短期企画≫ 

「変わるアメリカ 変わらないアメリカ 米大統領選」は、11 月の米大統領選に

向け 2015 年度にスタートした（第 1回は 2016/2/5 古矢旬北海商科大学教授「ポピ

ュリズム」）。16 年度に入ってからも、さまざまな角度から大統領選を読み解く企画

が続けられ、大統領選後の11/16まで12回行われた（15年度からの通算では15回）。

トランプ氏当選後も米国を考えるシリーズを続けることとなり、17 年 1 月から「ト

ランプ政権：米国と世界の行方」が始まった。3月末時点で 5回行われ、17 年度も

継続していく。 

変わるアメリカ 変わらないアメリカ 米大統領選 全 15 回 

（1）古矢旬 北海商科大学教授 （2016/2/5） 
（2）森本あんり 国際基督教大学教授 （3/2） 
（3）上英明 神奈川大学助教 （3/18） 

以上 3回は 15年度 以下 12回が 16年度 
（4）渡辺将人 北海道大学大学院准教授 （4/4） 
（5）春名幹男 早稲田大学大学院客員教授 （4/18） 
（6）渡辺靖 慶應大学教授 （5/12） 
（7）グレン・フクシマ 元米通商代表部日本担当部長 （5/18） 
（8）横江公美元米ヘリテージ財団上級研究員 （6/10） 
（9）飯山雅史北海道教育大学教授 （9/1） 
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（10）前嶋和弘 上智大学教授 （9/9） 
（11）会田弘継 青山学院大学教授 （10/5） 
（12）ブルース・ストークス 米ピュー・リサーチセンター国際経済世論調査部ディレクター （11/1） 
（13）グレン・フクシマ 米先端政策研究所上席研究員 （11/11） 
（14）渡部恒雄 東京財団上席研究員 （11/14） 
（15）髙見澤將林 前内閣官房副長官補事態対処・危機管理担当 （11/16） 

トランプ政権：米国と世界の行方 5回 

（1）クリスティーナ・デイビス 米プリンストン大学教授 （1/6） 
（2）田中均 日本総研国際戦略研究所理事長/ピーター・ランダース ウォールストリート・ジャーナル

東京支局長 （2/20） 
（3）中林美恵子 早稲田大学准教授 （2/23） 
（4）内海孚 元財務官 （2/24） 
（5）福田円 法政大学准教授 （3/2） 

「チェンジ・メーカーズに聞く」は経営の変革に取り組む企業人を招くシリーズ

で、15 年度から続いている。16 年度は 16 回（通算 19 回）行われ、アマゾンジャ

パン（ジャスパー・チャン社長 2/22 写真）やヤフー（宮坂学社長 3/10）とい

った先進企業から、500 年以上の歴史を持つ虎屋（黒川光

博社長 7/5）まで幅広い企業からゲストを招いている。

先端技術を駆使した事業、老舗企業の新しいアイデア、い

ずれも新たな市場を切り拓く挑戦であり、さまざまな「変

革者」が自らの取り組みについて語った。企業人がクラブ

に登場する貴重な機会であり、17 年度も継続する。 

チェンジ・メーカーズに聞く 16 回 
(4)山口豪 日産自動車副社長 （4/25） 
(5)広瀬道明 東京ガス社長 （5/9） 
(6)小城武彦 日本人材機構社長 （6/24） 
(7)黒川光博 虎屋社長 （7/5） 
(8)石川康晴 ストライプインターナショナル社長 （7/6） 
(9)星野佳路 星野リゾート代表 （9/26） 
(10)徳重徹 テラドローン社長 （9/28） 
(11)髙津克幸 にんべん社長 （11/2） 
(12)川鍋一朗 日本交通会長 （11/16） 
(13)四家千佳史 コマツ執行役員・スマートコンストラクション推進本部長 （12/16） 
(14)漆紫穂子 品川女子学院校長 （2/13） 
(15)山口絵理子 マザーハウス代表 （2/15） 
(16)ジャスパー・チャン アマゾンジャパン社長 （2/22） 
(17)澤田秀雄 エイチ・アイ・エス会長・社長 （3/8） 
(18)宮坂学 ヤフー社長 （3/10） 
(19)川田達男 セーレン会長 （3/17） 
 

日本の国連加盟から 60 年を機に、国連における日本と日本人の役割を考える「国

連と日本人」は、国連の内外さまざまな立場から国連の活動に携わる、または携わ

った日本人を招いた。それぞれの経験から、世界を舞台に働こうとする若者へのメ

ッセージが発信された。 

国連と日本人 全 15回 
(1)野田章子 国連モルディブ国連常駐調整官兼国連開発計画（ＵＮＤＰ）常駐代表 （1/8） 
(2)大崎敬子 国連本部経済社会局統計部次長 （2/10） 
(3)北岡伸一 国際協力機構（JICA）理事長 （2/24） 
(4)忍足謙朗 元国連ＷＦＰアジア地域局長 （3/3） 
(5)小野舞純 国連事務総長室 シニア・オフィサー （3/24） 
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(6)黒柳徹子 ユニセフ親善大使 （3/24） 
以上 6回は 15年度 以下 9回が 16年度 

(7)松岡由季 国連国際防災戦略事務局（UNISDR）駐日事務所代表 （4/22） 
(8)武内和彦 国連大学上級副学長 （6/2） 
(9)平原弘子 国連南スーダンミッション・ベンティウ事務所長 （6/16） 
(10)山下真理 国連平和構築支援事務所次長 （7/28） 
(11)黒田順子 米マーシー大学客員教授 （8/2） 
(12)根本かおる 国連広報センター所長 （9/23） 
(13)植木安弘 上智大学教授 （10/3） 
(14)川端清隆 福岡女学院大学教授 （11/18） 
(15)大島賢三 元国連大使 （12/6） 

英国のＥＵ離脱問題をめぐり、ヒッチンズ英大使が国民投票の前（4/4）と離脱

可決後（7/1）に会見した。離脱決定後にはＥＵ大使（7/5）、独仏の大使（7/6）が

相次いで会見し、Brexit の影響と展望を語ったほか、現地を知る特派員による解説

もまじえ、集中的にＥＵの現状を考える企画を行った。 

Brexit 関連企画 
ティム・ヒッチンズ 駐日英国大使 会見 （4/4） 
野上義二 国際問題研究所理事長兼所長（元駐英大使） 「Brexit」 （6/10） 
ティム・ヒッチンズ 駐日英国大使 「Ｂrexit とＥＵの未来 1」 （7/1） 
ヴィオレル・イスティチョアイア=ブドゥラ 駐日ＥＵ大使 「Ｂrexit とＥＵの未来 2」 （7/5） 
フォン・ヴェアテルン 駐日独大使／ダナ 駐日仏大使 「Ｂrexit とＥＵの未来 3」 （7/6） 
梅原季哉 朝日新聞編成局長補佐／鶴原徹也 読売新聞編集委員 「Ｂrexit とＥＵの未来 4」 （7/7） 

ほかにも「パナマ文書」「オバマ広島訪問」「熊本報告」「北朝鮮の核とミサイル」

「＜日銀検証＞を検証する」などタイムリーに集中企画を組んだ。 

年度内に複数回開催した企画 
「ＬＧＢＴと社会」  4 回 
「オバマ広島訪問」  3 回 
「蔡英文の台湾」  2 回 
「熊本報告」  2 回 
「パナマ文書」  3 回 
｢Brexit と EU の未来｣  4 回 
「沖縄から考える」  3 回（15年度から継続） 
「北朝鮮の核とミサイル」  5 回 
「＜日銀検証＞を検証する」 4 回 
「働き方改革を問う」  2 回 

≪大使会見はさらに発展≫ 

この数年で定着した各国駐日大使の会見も引き続き活発に行った。前述の Brexit

関連会見や、トルコで 7 月 15 日に起きたクーデターの 5 日後に行った同国のメリ

チ駐日大使会見などは、国際ニュースを補完する役割を果たしている。 

同じ地域の国々の大使が集まり、それぞれの事情と共通の課題について語る―

「北欧のいま 5 カ国駐日大使に聞く」（12/7 写真）もこうした試みだった。デン

マーク、フィンランド、アイスランド、ノルウェー、

スウェーデンの大使 5人がそろい踏みした会見は、日

本にとっては比較的なじみの薄い北欧各国から、国内

情勢だけでなく米国、ロシア、欧州主要国との向き合

い方などを聞く貴重な機会となった。ローマ条約締結

60 周年を迎えた 3 月には、締結国から独、仏、蘭 3
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カ国の大使が共同会見を行った（3/17）。この 3 国は今年、総選挙や大統領選挙が

行われる。Brexit、トランプ米大統領誕生など「ポピュリズム」の隆盛を感じさせ

る事象が続く国際情勢のなかで 3大使は、ポピュリズムの源泉である大衆層の不安

や不満と正面から向き合う必要性を訴えた。 

スレーワーゲン・ベルギー大使会見（4/11）は日本との国交 150 年を記念し、ベ

ルギービールの試飲会や同国の映画の試写とあわせ「ベルギーの夕べ」として企画

された。シウコサーリ・フィンランド大使会見（11/1）は着任直後の「自己紹介」

という位置付けでもあったが、会見前に同国の名物菓子が振る舞われ、日本から遠

い同国の「自己紹介」ともなった。同様に、北欧 5カ国大使会見でも各国の料理が

供された。このように会見を自国の文化をアピールする場としても活用する企画が

組まれ、文化交流においてもクラブが貢献できることを示した。 

≪記者ゼミ４年目は「次世代ジャーナリストの必須ＩＴ講座」≫ 

記者ゼミは前年度「次世代ジャーナリズムの現場」で扱った「スキル」をさらに

推し進め、IT 技術を駆使した取材をめざした。各社の記者が入れ替わりで講師を務

め、社を横断して知識・技術の共有をめざすスタイルは、クラブの新しいあり方を

探る試みと言える。直接参加できない地方会員社のためにライブ配信も継続して行

った。 

2 月 28 日に開催したセキュリティセミナーは、各社の新入社員研修担当者を対象

にしたもので、クラブが会員社の社員教育・研修の共有インフラとなる可能性を示

した。 

後述の記者研修会ともあわせ、クラブの企画を会員社共通の教育・研修の場とし

て機能させることが今後のクラブの活動の柱になることも見据え、今後の展開を考

えたい。 

≪原発立地県の報道、調査報道組織への参加―記者研修会≫ 

恒例の記者研修会を 8月 25、26 日の 2日間で

行った。1日目は、先進的な取り組みで注目を集

める島根県海士町の山内道雄町長会見から始ま

り、原発立地県の地元メディアが再稼働や廃棄

物処理、廃炉をどう報じているか、被災地ミニ

コミ紙の使命など、地方からの参加者が自らに

引きつけて考えるテーマが並んだ。 

2 日目は韓国大使館訪問、小泉進次郎議員会見、

アフガニスタン復興支援の現地報告など視野を広げる企画がならび、最終コマでは

国際調査報道組織に参加して「パナマ文書」スクープに携わったジャーナリストの

話を聞いた。全国から集まった 70 人の記者が、遠近幅広い視座のプログラムで 2

日間を過ごした。 
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≪活発な現地取材――国内・海外取材団、プレスツアー≫ 

取材団、プレスツアーなど現場を訪問、取材する企画も引き続き積極的に行い、

実施回数は内外あわせて昨年度と同じ過去最多の計 9回となった。 

2015 年度にはじめて実現した中国取材を、今年度も行った（7/31～8/7）。今回は

「新常態（ニューノーマル）の中国経済」を主題に、北京～瀋陽～鞍山～杭州～上

海をまわった。鉄鋼の供給過剰に苦しむ鞍山、ネット企業の巨頭である「アリババ」

が本拠を置く杭州など幅広く経済の現状を見聞した。 

「フランス・スイス エネルギー取材団」（10/9

～19 写真）は海外のエネルギー事情を取材する

企画の第 3弾。原発大国フランスでは、核燃料サ

イクル開発や高レベル放射性廃棄物処理の現状

を取材した。原子力政策への自信と住民の理解の

深さを肌で感じる一方、原発新設工事費の増大に

よる原発企業の経営難など、原発大国が岐路に立

っていることが浮き彫りにされた。 

熊本地震（4/14、16）から半年を前にした「熊

本取材団」（10/3～5）では、蒲島郁夫知事会見のほか、被害が大きかった益城町で

西村博則町長会見や被災現場、仮設住宅の取材を行った。 

「沖縄与那国・石垣取材団」（11/30～12/3）は中国の海洋進出と自衛隊配備問題

で揺れる与那国、石垣島を訪れた。首長や市議・町議や市民団体など幅広く声を聞

き、陸自や海保の防衛の現場を取材した。 

「高知県 南海トラフ対策取材団」（5/9～10）「首都直下地震 備えの現場を歩

く」（7/4）は、これまでの被災地取材から一歩進み、「防災・減災」の現場を見る

企画。高知県では行政、市民が一体となって備えをすすめており、他地域の記者に

とって示唆に富んだ取材となった。あわせて、事前勉強会の位置付けで研究会「南

海トラフ地震」を 2回（山岡耕春名古屋大学大学院教授、木村玲欧兵庫県立大学准

教授 いずれも 4/8）行った。「首都直下」では、最も危険とされる墨田区、荒川区

の現場を歩き、その危険性と対策を見聞した。この前後に関連企画として研究会「熊

本の教訓と首都の備え」（平田直東京大学地震研究所地震予知研究センター長 

6/29）、「首都直下地震への備え」（田邉揮司良東京都危機管理監 7/8）を行い、理

解を深めた。 

「福島第一原子力発電所取材団」（2/6～9 

写真）「岩手・宮城取材団」（2/13～15）「福島・

宮城取材団」（2/21～22）はいずれも 3.11 か

ら 6年を前に企画された。 

第一原発を訪れるのは 2014 年、2015 年に続

き 3 回目。前年同様に、2 組各 20 人による構

内取材を 2 日間確保した。防護服なしで動け

る範囲が広がり、大型休憩所の設置など作業
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環境の整備が進む一方、いまだ原子炉内の様子をつかめない建屋など、廃炉事業の

現状を 40 人が取材した。周辺取材日程を昨年の 1 日から 2 日に増やし、避難指示

解除後または避難指示解除に向かう双葉郡の現状を多角的に取材した。ストレート

ニュースとして扱われただけでなく、事故から 6年を前にした各会員社の企画報道

に大きく貢献した。 

「岩手・宮城」「福島・宮城」は昨年に続き、ＯＢやフリーランスも加わった混成

部隊を派遣した。定点観測的に昨年と同じ場所を訪問する一方、あらたな取材先も

盛り込むなど、被災地の今を短期間でとらえる工夫をした。今後も、原発取材団と

あわせ、被災地取材を継続することで風化に抗していきたい。 

海外取材団では訪問国の駐日大使館から、国内取材団・プレスツアーでは地元紙

会員社から全面的な協力を得た。 

Ⅱ.公益目的事業② 日本記者クラブ賞 ―――――――――――― 

≪尾崎真理子・読売新聞文化部長に日本記者クラブ賞 

特別賞はジャーナリストの堀川惠子氏に≫ 

日本記者クラブは、毎年、報道・評論活動などを通じて顕著な業績をあげ、ジャ

ーナリズムの信用と権威を高めたジャーナリストに日本記者クラブ賞を贈ってい

る。1972 年に創設して以来、日本を代表するジャーナリストを顕彰している。クラ

ブ賞創設 40 年を機に、より開かれた賞をめざして 2012 年度には日本記者クラブ賞

特別賞が新設された。特別賞は原則としてクラブ会員以外を対象とし、ジャーナリ

ズムの向上と発展につながる特筆すべき業績や活動を顕彰する。いずれも、日本の

ジャーナリズムの高い水準を内外に示すものであり、言論の自由を擁護し、国民の

知る権利に資する公益目的事業である。 

2016 年度の日本記者クラブ賞は、読売新聞東京本社文化部長

の尾崎真理子氏（写真上）に贈り、特別賞はジャーナリストの堀

川惠子氏（写真下）に贈った。 

日本記者クラブの会員から推薦を募り、2016 年 1 月末の締め

切りまで日本記者クラブ賞に 8候補、同特別賞に 7候補が推薦さ

れた。 

個人Ｄ会員 8 人で構成する推薦委員会が 2 月 26 日に審議し、

総務委員会で構成する選考委員会（15 人）が 4月 6日、推薦委員

会の具申を参考に選考し、クラブ賞には尾崎真理子氏がもっとも

ふさわしく、特別賞には堀川惠子氏がふさわしいと理事会に答申

した。4月 27 日の理事会で正式決定し、発表した。 

理事会決定後、報道機関へ発表した際、贈賞理由を下記のよう

に説明した。 
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「尾崎真理子氏は文芸記者として、多くの作家を取材し、作家本人も気

づかないような証言を引き出してきた。特に、児童文学者石井桃子（1907

～2008 年）を息長く取材した『ひみつの王国 評伝 石井桃子』（新潮社）

は戦前、戦中、戦後を通して書くことにこだわった女性文学者を描きき

り、女性記者による出色の評伝としてジャーナリズムにインパクトを与

え、高く評価された。 

晩年の石井桃子本人にインタビューを何日も続けただけでなく、知人

を訪ね、石井の膨大な手紙を入手し、関連書を広く集め、証言と資料を

積み重ねて実像に迫った。だれも知らなかった内面に光をあて、時代を

切り取り、読者にわかりやすく提示した作品であり、ジャーナリズムの

成熟に貢献した。日本を代表する著名な作家を数多く取材し、優れた記

事を書いている点も評価された」 

 「堀川惠子氏の著書『原爆供養塔 忘れられた遺骨の 70 年』（文藝春

秋）は、被爆者の遺骨を納めた原爆供養塔を取り上げ、原爆投下 70 年

の節目の年に核兵器の非人道性を新たな角度から浮き彫りにした。ほと

んど知られていない原爆供養塔の関連文書の発掘から、遺族を探し出し

ての聞き取りまで、労力を惜しまない徹底した取材力が高く評価された。 

また、掘り起こした事実を的確に伝える、抑制が効いた筆力も評価さ

れた。 さらに、『死刑の基準―「永山裁判」が遺したもの』（日本評論

社）、『裁かれた命―死刑囚から届いた手紙』（講談社）など司法を中心

としたこれまでの著作や、広島テレビ放送勤務時代の経験を生かしたテ

レビのドキュメンタリー番組制作でも、これまで多くの実績を残してお

り、フリー・ジャーナリストとして高いレベルでの達成を持続させてい

る」 

6 月 7 日には尾崎真理子氏と堀川惠子氏による受賞記念講演会を日本記者クラブ

10階ホールで行った。クラブ会員だけでなく、一般65人を含め約94人が参加した。 

Ⅲ．公益目的事業③ 日本記者クラブ会報とインターネットによる情報開示 

日本記者クラブ会報は毎月 10 日に約 4000 部を発行し、クラブ会員と会員社の関

係報道機関、さらに主要官庁記者クラブなどに無料で届けている。ウェブサイトに

は会報の pdf 版を無料公開しているほか、会見の動画や記者による会見リポートも

掲載し、速報と情報発信力の強化につなげている。不特定多数の人々が日本記者ク

ラブの活動にアクセスでき、国民の知る権利に資する公益目的事業である。 

≪クラブ・ウェブサイトをリニューアル 

速報性、見やすさ格段に向上 業務効率化も≫ 

2017 年 1 月、日本記者クラブ・ウェブサイトを 6年ぶりにリニューアルした。全

体的にクラブカラーの緑と金色を配し、文字の説明文を減らすなどシンプルで分か

りやすいデザインとした。 
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クラブの根幹である記者会見の紹介を

「これまでの会見」と「これからの会見」

に区分。過去の記録の参照と、予定確認・

出席申し込みへの入り口を分けることによ

りアクセスが簡略化した。閲覧する媒体に

よって画面表示を変える機能を追加したた

め、スマートフォンからも見やすくなった。

ページからページの移動にかかる時間も約半分に短縮し、パソコンからもスマホか

らも使いやすいサイトに生まれ変わった。注目会見や急な会見の中止、時間変更な

どを案内する「in focus」ボックスもトップページに新設。リニューアル後、早く

もその効果を発揮している。 

≪会報「クラブゲスト」刷新 1 年 新サイトと「連携」し発信機能を強化≫ 

日本記者クラブ主催のプレス会見が年間 250 件を超す中、限られたページしかな

い紙の会報とスペースを豊かに使えるサイトをどう調和させるか――。会報委員会

は 2015 年度から「ウェブ・ファースト」をキーワードとして速報はサイトに、詳

報は会報に、と「すみわけ」と「連携」で発信機能を強化する方針を掲げている。 

今回のウェブサイトのリニューアルで、会報とのすみわけ・連携がさらに強化さ

れ、両媒体の特性を生かした多様で幅広い情報発信を行うことができるようになっ

た。ウェブサイトは記事の分量制限がないため、ゲストの分野を専門とする記者に

よる詳細なリポートを掲載。他方、会報は毎月 15 人（平均）のゲストの中からピ

ックアップして掲載することで、紙面のメリハリをつけ、ニュースバリューを意識

した編集が可能となった。 

≪クラブ会報 特集 14 本、取材団報告も充実 「新・列島報告」スタート≫ 

会報委員会では魅力ある紙面づくりを目指している。2011 年から毎年、１面刷新

やフェイスブック、ツイッターの活用開始、「クラブゲスト」欄の改変など多様な

紙面展開と情報発信力の強化を行ってきた。16 年度は前年にリニューアルした「ク

ラブゲスト」面の充実と、過去に休載した連載の再スタートなどに取り組んだ。 

16 年度の平均ページ数は 24.2 ページだった。「チェルノブイリ原発事故から 30

年」「東日本大震災から 6 年」に関連する特集などを掲載。毎年 8 月に行う記者研

修会の特集も 10 月号に掲載した。震災関連では、発災 6 年を前に派遣した福島第

一原発、岩手・宮城、福島・宮城の 3取材団についてそれぞれ特集を組み、報告し

た。このほか国内では熊本、与那国・石垣、海外では中国（第 15 回海外取材団）、

フランス・スイス（同 16 回）も詳報した。 

「チェルノブイリ原発事故から 30 年」特集では、1986 年 4 月の発災から 4年後、

日本のメディアで初めて同地の 4号炉まで入り、取材にあたった記者による写真つ

きの証言、事故当時、モスクワ支局に勤務していた元特派員の回顧録、そして福島

第一原発の発生を受け、チェルノブイリの今を歩きたいとウクライナへ飛んだ社会

部記者の原稿を掲載した。 
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東日本大震災関連では、9月号に「3.11 から 5年半」として東海新報社からの寄

稿を、3月号には「3.11 から 6年 備えと教訓」をテーマに特集を組んだ。震災以

降、社としてあの日の教訓をどのように生かし対策を取っているのか、また防災・

災害報道の見直しなどについて、被災地から 2 社（河北新報、福島民報）、今後の

大災害発生が危惧される地域から 2社（静岡放送、愛媛新聞）の計 4社からの寄稿

を掲載した。 

16 年度掲載の特集・特別企画は下記の通り。 

▼チェルノブイリ原発事故から 30 年 （2015 年 4 月号：2p） 

▼参院選 9党党首討論会 （同 7月号：3p） 

▼第 15 回海外取材団：中国 （同 9月号：3p） 

▼3.11 から 5年半 （同号：1p） 

▼第 19 回記者研修会 （同 10 月号：6p） 

▼熊本取材団 （同 11 月号：1p） 

▼第 16 回海外取材団：フランス・スイス （同号：4p） 

▼わたしのおすすめ本 2016 （同 12 月号：2p） 

▼与那国・石垣取材団 （2017 年 1 月号：1p） 

▼福島第一原発取材団 （同 3月号：3p） 

▼岩手・宮城取材団 （同号：1.5p） 

▼福島・宮城取材団 （同号：1.5p） 

▼3.11 から 6年「備えと教訓」 （同号：4p） 

常設ページもタイムリーなテーマで進めた。時々のホットなニュースを追う一線

記者の取材報告「ワーキングプレス（WP）」や、OB 会員による「書いた話・書かな

かった話」、取材で出会った人を紹介する「リレーエッセー」も回を重ねた。「被災

地通信」は開始当時、東日本大震災の被災地に焦点を当てて連載を続けてきたが、

各地を襲う自然災害の増加を踏まえ、広義の「被災地」にもスポットを当てること

とし、その幅を広げた。12 年から連載を続ける同ページは 52 回を数えた。 

今年度の特徴として、15 年 3 月で休載した「地方発」を「新・列島報告」に改称

し再スタートしたことが挙げられる。会報では 1995 年から、地方の話題を取り上

げるページを設けていたが、扱うテーマがWPと重なることが年々多くなっていた。

そこで、「毎号、複数掲載する WP のうちひとつを地方の話題とする」ことを決め、

15 年 3 月号をもって休載した。しかし、WP で国内外の大きい話題を取り上げるこ

とが続き、地方に光を当てるという当初の狙いどおりに進めることが難しくなった。

これを受け 2016 年 7 月の会報委員会は、地方会員社の参加の意味も込め「地方発」

を復活させることを決定。再スタートにあたって連載名を「新・列島報告」とした。

再開後、年度末までに 8回を重ねている。 

第 4 期記者ゼミ「次世代ジャーナリストの必須 IT 講座」は全て、参加した記者

の報告を掲載した。番外編として開催された記者セミナー、新人研修用セキュリテ

ィーセミナーなどの報告もゼミの一環として会報で紹介し、今年度は合計で 19 本

を掲載した。 
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≪ウェブサイト 速報性重視の更新継続 アクセス数・フォロー数も増加≫ 

日本記者クラブのウェブサイト（http://www.jnpc.or.jp/）のアクセス数は増加

を続けている。Facebook、Twitter などの SNS（ソーシャル・ネットワーキング・

サービス）は動画配信、会見詳録、会報などクラブの活動、ウェブサイトの更新情

報を知らせる重要なツールであるが、上記のリニューアル効果もあり、各アカウン

トのフォロー数は 16 年度も増加した。 

YouTube の日本記者クラブチャンネルへの会見動画公開も続け、動画の累計は

1461 本となり、チャンネル登録者（YouTube にアカウントがあり、クラブの動画を

フォローしている人）は 9400 人を超えた。動画は会見全体をそのまま記録したう

えで、当日もしくは翌日に公開しており、速報性を重視した情報発信ができている。

会見全容にいつでもアクセスできる重要なアーカイブとなっている。 

16 年度の再生回数トップは 9 月に会見した小池百合子東京都知事の会見だった。

都政改革本部、築地市場の豊洲移転延期、小池政治塾など話題に事欠かない首都の

リーダーの発言には大きな注目が集まった。 

記者会見を取材した記者が報告する「会見リポート」は226本を新たに掲載した。

16 年度も引き続き、会見動画と記者によるリポートをほぼ同時に閲覧できるよう、

速報性に重きを置いた公開を行った。 

会見の全文を文字記録版にした「会見詳録」は 13 本を追加し、累計は 746 本と

なった。会員のエッセーを掲載するページは、リニューアルを機に「会員ジャーナ

ル」から「取材ノート」と改称し、文字を大きく、読みやすく刷新した。16 年度は

ウェブサイト限定の読みものである「私の取材余話」「旅の記憶」に原稿を追加し

たほか、過去にクラブが派遣した取材団の詳報、会報からの転載記事を増やすなど、

内容の充実を図った。 

≪デジタル資料揃う 音声アーカイブ 120 本を公開≫ 

創立 45 周年記念事業として行ったクラブ会報の全号 pdf 化および、会見音声の

デジタル化保存に加え、16 年度はクラブが所有する記者会見の写真（約 3700 件）

の電子化も完了した。これは 1969 年 11 月の創立から 2004 年 12 までの間、ネガフ

ィルムやプリントで保存していた写真を、フィルムの劣化前に保存する目的で行っ

ていたものである。これら 3種類の「デジタル・アーカイブ」が揃ったことで、ク

ラブが行ってきた歴史的な記者会見の情報をより多く公開することが可能となっ

た。 

16 年度は内外要人だけでなく、イスラエルのペレス前大統領、ドイツのヘルツォ

ーク元大統領、イランのラフサンジャニ元大統領など年度中に没した会見ゲストの

音声も公開し、過去の人物像に迫る貴重な資料としてメディア各社の報道に活用さ

れた。これらを含め「音声アーカイブ」ページでは 16 年度末現在、120 本を公開中

である。アーカイブはゲストの肉声を聴く貴重な記録であり、今後も順次、歴史的

会見や重要ゲストの声を公開していく。 
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Ⅳ．収益事業 ――――――――――――――――――――――――― 

≪貸室、飲食割戻が減少、機器利用は微増≫ 

日本記者クラブは大小 4つの会議室（9階・会見場、大会議室、小会議室、10 階

ホール）を持ち、クラブ行事で使用しない時間に限って会員に有料で貸し出してい

る。2016 年度は、貸室利用は 1,101 回（2015 年度は 1,203 回）、延べ 2,567 時間（2015

年度は 2,902 時間）で、貸室収入は 39,556,962 円となり、前年度に比べ 2,793,626

円減少した。 

貸室の利用者に対して行っているマイクや液晶プロジェクターなどの音響・映像

機器等の施設機器賃貸収入は 6,232,680 円で、前年度に比べ 330,230 円増加した。 

また、ラウンジは取材先との待ち合わせなどに自由に利用できるほか、レストラ

ンでは昼、夜の食事を提供している。貸室とラウンジ、レストランでの飲食サービ

スは㈱アラスカに業務委託しており、売上の一部がクラブの事業収入（飲食割戻収

入）になっている。2016 年度の飲食割戻収入は 17,053,599 円で前年度に比べて

927,826 円減少した。 

以上、3つの事業収益の合計額は、62,843,241 円となり、前年度に比べ 3,391,222

円減少した。 

Ⅴ．日本記者クラブの運営 ――――――――――――――――――― 

≪個人Ｄ会員の会費を値下げ 会費規則を改定≫ 

第 591 回理事会（2016/11/1）は会費規則を改定し、個人Ｄ会員の会費（月額 6100

円）を 5000 円に引き下げることを決定した。同時に、80 歳以上の会員に適用して

いた割り引き会費（月額 2000 円）を廃止した。個人Ｄ会員は 10 年前に比べて 100

人以上減少しており、会員増を図るため改定を行った。80 歳以上の割引制度を導入

した 20 年前には 4％だった対象となるＤ会員が 34％まで増加しているため、財政

の安定化を図る観点から廃止に踏み切った。ただし、すでに割引が適応されている

会員の会費は変更しないこととした。短期的には会費収入は減少するが、値下げに

よる会員増により中長期的には収入増になると見込んでの改定である。 

≪業務関連システムを刷新≫ 

ウェブサイトのリニューアルに合わせて、会員データベース、会見関連情報の一

元管理も進めた。複数のデータベースに分散して情報を入力していたこれまでの状

態を見直し、一度のデータ入力で多方面への活用が可能になるようシステムを再構

築した。これにより日常業務の効率化だけでなく、会見案内の迅速化、会費や会合

費の請求書・領収書の簡略化など、会員サービスにも直結するリニューアルが実現

した。さらなる利便性向上のため、貸室（9階会見場、大会議室、小会議室、10 階

ホール）の空き状況を確認できる新サービスの提供も始まる。利用申請は従来通り

フロントか電話で受け付けるが、利用日・時間帯の検討は画面上で可能になる。 
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≪会員名簿の発行を取りやめに≫ 

第 469 回会員資格委員会は、毎年秋に発行していた会員名簿の作成を取りやめる

ことを決め、第 591 回理事会に報告、了承された。2011 年度からは個人情報保護の

観点から、個人会員の住所、電話番号の記載がなくなり、利用価値が低下していた。

さらに法人所属の会員は人事異動で毎月のように入れ替わるため、年に 1度の発行

では変更に追いつかない。さらに発行の費用と手間も考慮して取りやめを決めた。 

≪松山幸雄会員から寄付≫ 

1 月 11 日、松山幸雄名誉会員（朝日新聞出身、78 年度日本記者クラブ賞受賞）

からクラブに 300 万円が寄付された。理事会は有効な使い方を 2017 年度中に決定

することにした。 

≪酒井新二元理事長が死去≫ 

1978 年 5 月から 81 年 5 月までクラブ理事長を務めた酒井新二第 4 代理事長（元

共同通信社長）が 2016 年 12 月 18 日に死去した。 

≪各委員会の活動≫ 

総務委員会 事業計画、事業報告、予算案、決算案など理事会に諮るべき議題につ

いて協議した。 

会員資格委員会 毎月 1回開催し、届けのあった入会希望者について可否を協議し、

結果を理事会に答申した。 

企画委員会 毎月 1回開催し、招へいするゲストについて協議したほか、記者会見、

研究会などの実施に当たっては委員が司会を担当した。 

会報委員会 毎月 1回開催し、次号会報の編集方針について協議した。 

施設運営委員会 隔月で開催し、事務局からの事業収入報告を受けたほか、クラブ

施設の運営について協議した。 

日本記者クラブ賞推薦委員会 応募のあった日本記者クラブ賞、同特別賞の候補全

員について議論し、有力候補を日本記者クラブ賞選考委員会に具申した。 

日本記者クラブ賞選考委員会 日本記者クラブ賞推薦委員会からの答申を踏まえ、

受賞者を選考し理事会に答申した。 

≪法人会員は 1 社入会 1 社退会 法人賛助会員は 1 社減≫ 

日本記者クラブの会員はプレス会員（法人会員、基本会員、個人Ａ、個人Ｂ、個

人Ｃ、個人Ｄ）と賛助会員（法人賛助、個人賛助、特別賛助）、名誉・功労会員、

学生会員によって構成されている。中でも新聞・通信、放送各社が登録されている

法人会員は会費収入の約 62 パーセントを負担すると同時に、最高議決機関である

社員総会を構成するなど、財政上も運営上も中心的存在としてクラブを支えている。

その法人会員社は 1 社が入会（長野放送）し 1 社が退会（北陸放送）した。また、

一般企業も法人賛助会員として会員になっているが、2016 年度は 5社が退会し（日



 

17 

本新聞インキ、日本郵政、辻・本郷税理士法人、ムーディーズ・ジャパン、三菱電

機）、2社が入会（東京オリンピック・パラリンピック組織委員会、アフラック）し

た。なお、第 596 回理事会（3/9）で入会促進に取り組むため、法人会員、法人賛

助会員、特別賛助会員の入会金を引き続き免除することを決めた。 

 

2017 年 3 月 31 日現在の会員数は以下の通り。カッコ内は前年との増減。 

【プレス会員】 

法人会員 134 社 （±0 社） 

基本会員 746 人 （＋2 人） 

個人Ａ会員 322 人 （-27 人） 

個人Ｂ会員  57 人 （- 3 人） 

個人Ｃ会員  76 人 （- 9 人） 

個人Ｄ会員 823 人 （- 21 人） 

【賛助会員】 

法人賛助会員 62 社 （- 3 社） 

 116 人 （- 7 人） 

個人賛助会員  19 人 （- 1 人） 

特別賛助会員 100 人 （±0 人） 

【その他の会員】 

名誉・功労会員 11 人 （- 1 人） 

学生会員 146 人 （-16 人） 

  

合計 196 社   （- 3 社） 

 2,416 人 （-83 人） 

 

≪9 階ラウンジで写真展≫ 

2016 年 10 月 3 日から 10 月 15 日まで、毎日新聞出身の写真家、荒牧万佐行氏が、

文革の嵐が吹き荒れる 1967 年の中国と現在の中国を写した作品展「中国文化大革

命 50 年と今日」を開催した。また、1 月 23 日から 2 月 4 日にはフォトジャーナリ

スト・篠田有史の写真展「クラリスとカルロ～マニラの墓地で生まれ育った子ども

たち」を開催した。フィリピン・マニラ首都圏にある公営墓地では約 200 家族、1000

人が生活している。子ども 4 人を持つシングルマザーの家族を篠田氏が 2009 年か

ら追った一家の記録 33 点を展示した。 
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日本記者クラブ 理事・監事 2017 年 3月 31 日現在 

理事長 伊藤 芳明 毎日新聞社論説特別顧問 

副理事長 水谷  亨 共同通信社常務理事 

副理事長 荒木 裕志 日本放送協会理事 

専務理事 土生 修一 日本記者クラブ 

理事 原田 亮介 日本経済新聞社専務執行役員論説委員長 
総務委員長 

理事 増田 雅己 読売新聞社常務取締役論説委員長 
会員資格委員長 

理事 西村 陽一 朝日新聞社常務取締役 
企画委員長 

理事 飯塚 浩彦 産経新聞社専務取締役（総括） 
会報委員長 

理事 西渕 憲司 フジテレビジョン取締役報道局長 
施設運営委員長 

理事 渡邊 祐司 時事通信社取締役編集局長 

 深田  実 中日新聞社取締役論説担当兼東京本社論説室論
説主幹 

 田辺  靖 北海道新聞社東京支社長 

 行武  亨 西日本新聞社執行役員東京支社長 

 矢島 哲郎 信濃毎日新聞社取締役労務・資材担当 

 綾野 雄紀 山陽新聞社東京支社長 

 山元 良久 南日本新聞社東京支社長 

 今福 雅彦 長崎新聞社取締役東京支社長 

 具志堅 毅 沖縄タイムス社東京支社長兼関西支社長 

 成田 幸男 陸奥新報社役員待遇青森支社長 

 岩田 栄一 ＴＢＳテレビ報道局長 

 袴田 直希 日本テレビ放送網報道局長（兼）解説委員長（兼）報
道審査委員長 

 篠塚  浩 テレビ朝日取締役報道局長 

 吉次 弘志 テレビ東京報道局長 

 吉田 昭仁 朝日放送 東京支社長 

 壱岐  聰 北海道放送東京支社長 

 村川  淳 テレビ愛知東京支社長 

 川嶋  明 日本新聞協会専務理事 

 木村 信哉 日本民間放送連盟専務理事 

 西野 文章 日本プレスセンター専務取締役 

監事 沖永 朝裕 神戸新聞社東京支社長 

 林  俊明 徳島新聞社東京支社長 

 二木 清彦 九州朝日放送常務取締役 

（了） 


